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1.問 題 の所在
1950年代後半以降 の高度経済成長 に伴 う農村 の変化は極めて激 しく,村 落研究
に対 して4つ の問題 を提起 した。 ①村落 は解体 したか,存 続 してい るのか。②村
落 と農業 との関係の見直 し。③村落 の展望 ない し再編成,④ 上の3つ の問題 に答
え るための方法論。.
本論文 は,村 落 自治組織 に構造一機能 分析 を適用 し,そ れに よって村落の変化
を解明 し,合 せて村落再編 のための手法 を開発 しよ うとす る もので あ る。
2.方 法論 の検 討
1)村 落 は主 と して農 家 に よ って構 成 され る一 定 範 囲 の地 域 に お け る社 会 的 な
ま とま りで あ る。 日常 語 で あ る 「ま とま り 」の代 わ りに,鈴 木栄 太 郎 は 「社 会 的
統 一 」とい う用 語 を用 い,機 能 論 的 ア プ ロ ーチ を と る。 しか し,抽 象 性 の 高 い 「
社 会 意 識 」の 概 念 で 「社会 的統 一 」を一 元 的 に説 明 す るに は 無理 が あ る。
福 武 の村 落 構 造 論 は 「ま とま り 」を 「全 体 的 し くみ 」に置 きか え る。 しか し,
経 済 構 造 の 基 礎 の 上 に社 会 構 造,政 治 構 造,文 化構 造 をお く垂 直 的 関 連づ け と,
各 構 造 に お け る村 落,村 落 外,家 の3レ ベ ルの 要 素 の 混 在 は,「 ま と ま り 」を あ
い 糞 い に す る。
その後 の村 落 研 究 は,農 民 層 分 解 論 を取 り入 れ なが ら,村 落構 造 論 に 内包 され
て い る経 済 的 要 因 の 重 視 を徹 底 させ,巨 視 的 分 析 と微 視 的分 析 を分 化 させ て い く。
しか し,そ うした方 法論 が村 落 変 化 とい う現 実 の前 で有 効 性 を問 わ れ て い るの で
あ る。
2)本 研 究 で は,「 ま とま り 」に 直 接 ア プ ロ ーチ す るの で は な く,自 治 組 織 を
通 して 間接 的 に と らえ る。 す なわ ち,分 析 対 象 を複 雑 な集 団 累 積 体 か ら,全 戸 加
入 ・諸 集 団統 括 ・包括 的活 動 とい う特 徴 を もつ1組 織 に単 純 化 す る。 それ に構 造
一 機 能 分 析 の1モ デル で あ るAGIL図 式 を適 用 す る。
3)パ ー ソ ンズのAGIL図 式 に よれ ば・ 社 会 シ ステ ム は・A一 適 応(Adapta-
tion),G一目標達 成(GoalGratificati・n)・1一統 合(lntegration)L一
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潜 在 的 価 値 パ タ ー ンの維 持 と緊 張処 理(Latent-patternMaintenanceand
TensionManagement),の4つの要 件 を満 た さな けれ ば な らない 。 シ ス テ ム は
これ らの 要 件 に沿 って4つ の構 造 に 分 化 し,構 造 相 互 の 間 に機能 連 関 を もっ 。 す
な わ ち,各 構 造 は他 の構 造 か ら機 能 を受 け とる こ とに よ って 維持 され,ま た他 の
構 造 へ の機 能 を発 揮 す る。逆 に,構 造 は十 分 な機能 が 得 られ な けれ ば 変 ら ざ るを
得 な い。
4)AGIL図 式 に従 って,自 治 組 織 の 構 造 を特 定 化 す る と,次 の よ うに な る。
A G 1 L
構 造
具体的形態
経 済 構 造
活 動
政 治 構 造
合 意 形 成
社 会 構 造
運 営 方 法
文 化 構 造
祭 礼 ・共 同 飲 食
形式的要素
人 的 要 素
資源の賦存
作 業 編 成
組 織 機 構
:地位 ・役割配置
規則 ・慣習
社 会 関 係
シ ン ボ ル 、
価 値 観 ・共 属 感 情
この分析枠組 では,村 落 の 「まとま り」は 自治組織 にお け る機能連 関の均 衡 と
お くことが で き,均 衡 が破 れていれば村落 の解体 とい える。 しか し,い ずれの場
合 も短 期的 には均衡 してい ると映 るので,均 衡水準の高低 を区別す る必要が ある。
後者 の場合,構 造変 化は タイム ・ラグを伴 ってい るため,そ の一部が維持 され,
低水準 の均衡 を示 すのであ る。 この例 として,自 治組織 において多分 に慣行的 な
経常 的活動 に関わ る機能 連関 を と り上 げ る。 これに対 して,前 者の高水準均衡の
例 として新たな対応で あ る 「ムラづ く り」の合意形成 をめ ぐる機能連関が あ る。
3.調 査 分析 の結果
1)上 の分析枠組 に基 づいて,本 研究 では次 の3つ の事 例について調査分析 を
行 つた。
① 島根県吉 田村 菅谷
② 岡山県勝北 町上野田
③ 岡山県 総社市 久米














































































































































































































































































































































































































3)菅 谷 は基礎的条件が未整備で あ り,圃 場整備事業 と 「新島根方式 」を導 入
し,「 ム ラづ くり」に着手 した。その推進体 制は 自治組織 の構造 を継承 す るだ け
でな く,特 に トップ ・リーダー層 を役職 につ け,ま た決定機 関への地縁集 団の取
り入れ によ って政治構造 を強化 した。 そ こでの合意 形成 は,こ の政治構造 に,事
業の便益 ・費用 の評価 とい う経済構造か らの機能,家 の永続 性 を重視 す る価値観
による文化構造の機能,同 調 を促 がす社会構造か らの機能 が加 わ ってな され た。
4)上 野田 は,1970年代前半 か ら圃場整備事業 に取 りくみ,同 後半 には寄付に
よって資金 を確保 して集会所等 を改築 した。80年代に入 って水田利用 再編の連 担
団地 化がは じま るが,地 縁集団毎 に異 った対応 をとった。連 担団:地化 の メ リッ ト
が経済構 造か らの機能 となるとはい え,文 化構 造の価値観 は転 作 を正当化せず,
社会構造 にお け る:地縁集団間の構成差 は支持機能 を弱 め る。 そのため,役 員中心
の組織機構 をとる自治組織 ない し「ムラづ くり」推進体制 の政治構造 は,十 分な
調整機能 を発揮 で きない。
5)久 米 の場 合,激 しい都市化,兼 業化の波 を うけ,農 業 基盤 や生活環境 の整
備が遅 れてい る。 しか し,自 治組織 はその構造 において①資源の不足,② 組織 機
構の硬直化,③ 規範 の弛緩,④ 共属感情の低下,と い った弱点 を抱 え,対 処 す る
ことが で きない。
4.結 論
1)自 治組織 は,家 の異質化,外 部社会 との交流増大 に'よって変化す る。 その
一方 で,時 間の経過 に伴 って自治組織は惰 性化す る。 この両傾向の中で,主 体 的
な再編 の努力が なけれ ば,自 治組織の構造に,活 動 の縮 少,組 織機構 の硬直化,
組織 ル ールの規制力低下,r体 感の低下 が ひき起 こされ る。 そこにあ るのは経常
的活動 をか ろ うじて維 持す る機能連 関の低 水準均衡 であ る。
自治組織 は,他 集団統括の範囲 と程度 を小 さくし,も はや村落 を体現 しな くな
る。 その村落 もまた,経 済的 自足性,政 治的 自立性,社 会 的 自律 性,自 生的文化
を喪失 す る。
2)「 ム ラづ く り」は総合的 な農村計画 であ り,AGILの4要 件 ない し自治組
織の4構 造 に照応 す る資源計画,目 標計画,組 織 化計画お よび意欲開発 計画の4
部門 を もつ。 また,計 画には調査→立案決定 →実行→評価の サイ クルが ある。
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自治組織 の再編 は,立 案 決定段階の組織化計画 が相 当す る。 それは計画主体 と
しての政治構造 を確立 しよ うとす るもの で,そ の要点 は①企画 ・立案 機関の分化,
②決定へ の全 員参加 の確 保,③ 役員選出 ・報賞 の改善,④ 新 しい活動 への取 組み
であ る。
その政治構造 におけ る意思 決定は合意形成の形 を とる。組織的 には,状 況認識
の共有化に よ る積極姿勢へ の転換 →活動 イメージの具体化→集団決定 へ と局面の
移行 がはか られ なけれ ばな らない。 また,個 々の参加者の合意が① 資源動 員の有
効性,② 目標 の正 当性,③ 集団決定 への同調,の3方 向か ら促進 され るよ うに,
自治組織 の経 済,文 化,社 会構造 の強化 が必要 とな る。
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審 査 結 果 の 要 旨
村落目治組織は農村において政治的,経 済的,社 会的,文 化的機能をもつ一つの基礎単位とし
て重要な地位をもち続けて来た。村落が閉鎖的,自 給的段階にあるときは,自治組織 も農家を中
心としたほぼ同質的構成員か らなる集団であり,上 述の四つの機能を併せ持ち,村の仕事,例 え
は用排水管理,田 植,稲 刈り等農作業,道 路補修,水 路清掃,村 祭 り,各種講,消 防団,青 年会
の行事等,す べて構成員の合意の下に秩序正 しくスムースに行われて来たのである。 しか るに経
済が発展 し,村が商品経済にまき込まれて来ると,村 落構成員 も多様化 し,異質的となり,自治
組織 もその機能を果たせなくなり,村 としてのまとまりがなくなって来 る。
1975年以降 わが国の農政 は今までの行政主導型か ら,地域住民の意向を尊重 し,下からの
盛 り上りに期待する地域農政時代に入るのであるが,そ の基礎とな るべき村はすでに解体の危機
に頻 していたのである。 したがって今後の農業政策を推進するためにも,村の重要性が再確認さ
れ,と くに村のまとま りの中核をなすべき村落,自 治組織に多大の関心が寄せ られるに到 ったの
である。
著者はこの観点か ら村落自治組織に理論的,実 証的分析 を行 った。即ち,著者は村落研究会の
村落解体論をターゲ ットに,ア メリカの社会学者パ ーソンズのAGIL図式をそれぞれ発展段階の
異なる三つの村落,島 根県吉田村菅谷(山 村,自 治組織が強 く残 る),岡 山県総社市久米(都 市
近郊農村,自 治組織が殆 ど解体),岡 山県勝北町上野田(農 山村,両 者の中間)に適用して村落
の もつA(経 済的機能),G(政 治的機能),1(社 会的機能),L(文 化的機能)の各機能を
豊富な資料と綿密な調査 によって徹底的に分析 し,自治組織の存在が 「村づ くり」一農業振興に
大きな役割を果たす ことを明 らかにし村落解体論に一 っのアンチ,テ ーゼを提出するとともに,
地域農政の一環 としての村づ くり運動を推進す るための実際的有効な指針を提示した。
このように著者は,村落研究 に多くの新知見を加えるとともに,農村社会学の理論的水準の向
上ならびに 「村づ くり」実践運動 に理論的支柱を与えた。 この業績に対 して農学博士の学位を授
与するに値す るものと判断した。
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